
吉富町地域活動支援センター事業実施要綱 

平成１９年４月６日 

告示第４４号 

改正 平成２０年３月２１日告示第３９号 

平成２０年６月１８日告示第６２号 

平成２５年３月４日告示第８号 

平成２５年１０月２８日告示第１０２号 

平成２７年１２月２４日告示第１２５号 

平成２８年３月２８日告示第３０号 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第７７条の規定により、障害者及び障害児（以

下「障害者等」という。）の居住する地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活

動の機会の提供、社会との交流の促進等の便宜を供与することにより、障害者等

の地域生活支援の促進を図ることを目的とする。 

（実施主体） 

第２条 地域活動支援センター事業（以下「事業」という。）の実施主体は吉富町

とする。ただし、他の市町村と連携し広域的に実施することができるものとする。 

（事業の委託） 

第３条 町長は、事業の全部又は一部を適切な事業運営が確保できると認められる

社会福祉法人等に委託することができる。 

（対象者） 

第４条 事業の対象者は、本町が援護の実施者となる障害者等であって、次の各号

のいずれにも該当しないものとする。 

（１） 疾病又は負傷のため、入院加療の必要な者 

（２） 感染性疾患を有する者 

（３） 他の利用者に迷惑を及ぼすおそれのある者 



（４） その他町長が不適当と認めた者 

（事業の内容） 

第５条 事業は、地域生活支援事業実施要綱（平成１８年障発第０８０１００２号

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）に基づく、地域活動支援センタ

ー事業の基礎的事業及び地域活動支援センター機能強化事業とする。 

（利用の申請） 

第６条 事業を利用しようとする障害者等は、所定の利用申請書（別記様式第１号）

を町長に提出しなければならない。 

（利用の決定通知） 

第７条 町長は、前条の申請を受理したときは、その内容を審査し、利用の可否を

決定し、その旨を所定の利用決定（却下）通知書（別記様式第２号）により前条

の申請者に通知し、利用決定の場合は、地域生活支援事業利用券（別記様式第３

号）を交付するものとする。 

（利用の契約） 

第８条 前条の決定通知を受けた者は、あらかじめ運営主体となる法人等と利用に

関する契約を締結しなければならない。 

（事業の費用） 

第９条 この事業に係る費用は、１人１日当たり２，４５０円とする。 

（利用料） 

第１０条 地域活動支援センターの利用料は、町民税課税者においては１人１日あ

たり１００円、町民税非課税者及び生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に

基づく生活扶助を受けている者においては無料とする。 

２ 前項の規定にかかわらず利用対象者は、地域活動支援センター内での飲食物費、

日用品費その他個人に係る実費を負担しなければならない。 

３ 利用対象者は、第１項に規定する利用料を、サービスを利用した翌月の末日ま

でに、月単位で支払わなければならない。 

４ 第１項の町民税課税・非課税の別に関して、１８歳以上の者については配偶者



を含み、１８歳未満の者についてはその者の属する世帯を含むものとする。 

（個人情報の保護） 

第１１条 事業に携わる者は、その事業に関して知り得た利用者の秘密を他に漏ら

してはならない。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

附 則（平成２０年３月２１日告示第３９号） 

この告示は、公布の日から施行し、改正後の吉富町地域活動支援センター事業実

施要綱の規定は、平成２０年４月１日以後の利用に係る利用料について適用する。 

附 則（平成２０年６月１８日告示第６２号） 

この告示は、公布の日から施行し、改正後の吉富町地域活動支援センター事業実

施要綱の規定は、平成２０年７月１日以後の利用に係る利用料について適用する。 

附 則（平成２５年３月４日告示第８号） 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１０月２８日告示第１０２号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２４日告示第１２５号） 

この告示は、平成２８年１月１日から施行する。 



 



 



 



別記様式第１号（第６条関係） 

別記様式第２号（第７条関係） 

別記様式第３号（第７条関係） 

 


